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現状の概要
米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症という中国

経済を取り巻く課題が依然尾を引く2021年において、中国
知的財産分野では注目すべき動きがあった。2021年9月の
「知的財産権強国建設綱要（2021～2035年）」の公表であ
る。同綱要は、中国における今後15年の知財政策の長期計
画を定めたもので、2008年に国務院が公表した「国家知的
財産権戦略綱要」を13年ぶりに更新するものである。先の
綱要とは異なり、同綱要は国務院と中国共産党中央委員会
（中共中央）の連名により公表されているが、これは同綱
要の政策文書としての位置づけの高まり、ひいては、知財
政策の国家戦略への貢献に対する期待の高まりを表してい
るといえる。習近平政権は、2021年3月に全人代で採択した
「2035年までの長期目標綱要」において、国家目標の1つと
して「科学技術の自立自強の実現」を掲げているが、前記
綱要は当該目標の実現に向けたキーストーンといえるもの
であり、その実施にかかわる2025年までの中期計画である
「第14次5カ年規画（十四五）期間における国家知的財産
権保護と運用計画」（2021年10月公表）とともに、日本を含
めた諸外国からも高い関心が示されている。

前記綱要および十四五計画では、前身の綱要および知的
財産計画の実施期間における成果の振り返りをしており、
特に十三五期間（2016年～2020年）の知的財産計画の成
果として、PCT出願件数（3万→6万8,000件）、1万人当たり
の発明特許保有量（6.3件→15.8件）、年度知的財産権担保
融資金額（750億元→2,180億元）などの主要目標を達成し
たことに触れ、各種政策目標が順調に達成されている状況
を強調している。

その上で、前記綱要および十四五計画では、中期（2025
年）および長期（2035年）の定性・定量目標を示している。
具体的には、中期の政策目標として以下のような主要指標
を示すとともに、長期的には中国の特色ある世界レベルの
知的財産強国は基本的に完成するとし、量により支えられ
てきた「知的財産大国」としての自国の立ち位置を、品質を
伴った「知的財産強国」に転換していくことへの強い意志
が示されている。

主要指標（抜粋） 2020年 2025年
目標

・人口1万人当たりの高価値発明専利の保
有件数 6.3件 12件

・海外発明専利授権量 4万件 9万件
・知的財産権担保融資の登記額 2,180億元 3,200億元
・知的財産権使用費用の年間輸出入総額 3194.4億元 3,500億元
・専利集約型産業の付加価値のGDPに占
める割合 11.6% 13%

・知的財産権民事第一審案件服判息訴率 - 85%

さらに、中長期的に計画される実施項目としては、新領
域・新業態（例：ビッグデータ、AI、遺伝子技術）の知的財
産保護、国家安全の知的財産政策推進、知的財産公共サー
ビスの充実化、知的財産金融政策の安定的成長、グローバ
ルガバナンスへの関与強化などが網羅されている。このこと
からは、従来の課題である知的財産保護分野に対する強化
策を継続しつつ、知的財産強国に向けた準備段階として、コ
ア技術の創出の円滑化や他国への影響力行使に関心が広
がってきている状況がうかがえる。

2021年は、刷新された知的財産政策が開始した最初の年
であり、中国知的財産の壮大な挑戦はまだ始まったばかりで
ある。世界の知的財産分野における中国の存在感が年々増
す状況において、知的財産強国の実現に向けて今後どのよう
な歩みを進めていくのか、中国の知的財産動向に引き続き
着目するべきといえよう。

知的財産保護強化の法制面では、著作権法、専利法が
2021年6月1日、正式に施行された。これにより、著作権法
においては、インターネット上の著作権保護の規定が完備さ
れ、専利法においては、部分意匠制度、存続期間延長制度、
開放許諾制度、医薬品専利紛争早期解決メカニズム（パテ
ントリンケージ）、意匠権における国内優先権など多くの制
度が創設されるに至った。施行後には、パテントリンケージ
に関する手続弁法（医薬品特許紛争の早期解決メカニズム
の実施弁法（試行））、司法および行政紛争審理文書（登録
申請にかかわる医薬品関連の専利権紛争の民事事件の審
理における法律適用の若干問題に関する規定、医薬品専利
紛争早期解決メカニズム行政裁決弁法）が相次いで公表さ
れ、知的財産保護の充実化が図られている。一方、専利法実
施細則および専利審査指南については、いずれも2021年11
月に改正にかかわる意見募集稿が公表されて以降、未確定
の状態が続いており、今後の動向には注目が必要である。

司法分野においては、2021年10月に最高人民法院が「新
時代の知的財産権裁判の強化に関する最高人民法院の意
見」を公表し、懲罰的損害賠償制度の適用、虚偽訴訟や悪
意訴訟などの知的財産権濫用の防止、多角化された知的財
産紛争解決メカニズムの構築、国内外における当事者の合
法的権益の平等な保護、国際的な知的財産訴訟優選地の
実現など、2035年における知的財産権強国の実現に向け
た司法面での方針を示している。その実現に向けて、例えば
「最高人民法院による知的財産権侵害民事事件の審理に
おける懲罰的賠償の適用に関する解釈」（2021年3月3日）
では「故意」と「情状が深刻」の認定基準を示すなど知的財
産保護の柱である懲罰的賠償制度の運用に向けた環境整
備が進められている。

第６章
知的財産権
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科学技術イノベーションの発展を目指す中国にとって、知
的財産活用面の取組も特筆すべき点である。例えば、国家
知識産権局の発表によると、2020年の専利集約型産業の
付加価値は12兆1,300億元（前年比5.8%増）となり、GDPに
占める割合は11.97%となった。また、2020年の全国の専利
権・商標権にかかわる質権設定融資総額が前年比42％増
の3,098億元となるなど、知的財産活用の取組は着実に前
進している。

一方、悪意の商標出願を代表例とする商標や専利の非正
常出願は大きな課題となっており、また、模倣品の問題も依
然として残されている。このような状況において、国家知識
産権局は、非正常商標出願と非正常専利出願問題の規制を
目的とする弁法を発表し、知的財産権代理機構の非正常出
願行為を取り締まる「藍天行動」を継続実施した。これによ
り、資格を有しない代理機関200社弱を処罰し、罰金額は
1,000万元以上となり、一部の専利代理機関に対しては営
業許可書取消や出願受理停止処理を実施するなど厳罰な
対応がなされた。また、悪意の商標出願の取扱いについて
は、「商標の一般的違法に関する判断基準」および「商標
審査審理指南」がいずれも2022年1月に施行され、商標管
理秩序の改善につなげている。

また、模倣品への対応として、国家市場監督管理総局、国
家知識産権局、海関総署、公安部を中心にさまざまなキャ
ンペーンが実施され、成果を上げている。特に、ECサイトを
利用した取引が拡大する中、オンライン上の模倣品対策の
必要性が高まっており、知的財産権法執行に関するオンラ
イン上の取り締まりが強化されている。国家市場監督管理
総局は、2021年の鉄拳活動において、オンライン取引管理
とプラットフォームの技術サポートを活用する等、上級・下
級、地域間の市場監督管理部門の協力を進め、この分野に
おける行政取り締まりの充実化が図られている。

その他、海関総署では、2021年に知的財産保護キャン
ペーンとして「龍騰行動」（知的財産全般）、「藍網行動」
（郵便ルート）、「浄網行動」（第三国転送貨物）等を実施
するなど、模倣品が多発している重点領域とルートにおけ
る取り締まりを強化している。「スマート税関の建設」を通
じて、新たに検査管理システムの移動端末における商標の
AI識別技術の開発とテスト運用を行い、取り締まりの効率
を高めた。2021年に全国税関が差し押えた権利侵害容疑
品は7万9,000ロット、7,180万件である。公安部は「崑崙行
動2020」を実施し、ライブコマース、オンライン店舗等の方
式・ルートでの取り締まりを強化し、1万1,000件の刑事事
件を処理した。

以上のとおり、知的財産の保護強化に向けた取り組みに
関する中国政府の姿勢にぶれはなく、目標の実現に向けた
歩みは着実に進められているといえる。そのような状況を踏
まえ、今後の方向性としては、諸外国の知的財産制度・運用
とのさらなる調和を推し進め、内国企業・外国企業を問わ
ずに企業間で公平・公正に競争ができる環境を構築してい
くことが、日本企業および中国企業のいずれにとっても好ま
しいと考えられる。その観点から以下の課題について建議
する。

知的財産の保護の現状と課題
出願権利化プロセス

意匠審査
真のイノベーション活性化を図るためには、専利権の量
のみならず質を向上することも不可欠となる。しかしなが
ら、現在の意匠は初歩審査のみで登録を行い十分な実体審
査が行われないため、創作性がなくイノベーション活性化に
何ら貢献しない粗悪権利の発生を抑制できない。かかる保
護価値の無い粗悪権利まで奨励され濫用されれば、高度イ
ノベーション意欲の減衰や成長加速の阻害が懸念される。

意匠制度
2019年11月1日施行「専利審査指南」での遅延審査の導
入（第五部分第七章）は歓迎される所ではあるが、遅延期
間が年単位の固定で設定されており、また、遅延の停止も
認められていないため、製品の開発や市場環境の変化に的
確に対応できず、制度の十分な活用ができない事が懸念さ
れる。

商標審査
改正後の中国商標法においても、外国で著名な商標の第
三者による出願を排除するためには、中国内での著名性を
立証しなければならない。これらの出願による商標は市場
を混乱させるとともに著名な商標権者の利益や中国での活
動を不当に阻害し、ひいては消費者利益も害する。これらの
出願による商標を排除するには、著名性を証明するため膨
大な証拠資料の提出が必要である。また、証拠資料によっ
ては審査されずに却下される場合があり、かつその審査に
長期間を要しており、出願人のみならず当局にとっても相当
な負担である。

商標審査における情報提供
特許審査の場合と異なり、商標審査においては第三者に
よる証拠資料の提出機会となる情報提供制度を有しておら
ず、安定性が十分でない権利が付与される懸念がある。

商標審査の延期
異議申し立てや無効審判が係属している商標権であって
も、後願の商標出願を拒絶するための引用商標とされる場
合がある。現状、後願商標出願の審査は延期されることな
く、当該引例商標の存在を理由に拒絶されてしまう。この
ため先願商標権の権利消滅後に再度の商標出願が必要と
なり、出願人のみならず当局にとっても負担を強いることと
なる。

専利権の冒認出願
他人の発明創造を第三者が不正に出願する冒認出願に
ついて、専利法には直接の排除規定がなく、第三者に冒認
出願をされた真の発明創造者に大きな訴訟の負担を強いる
こととなる。これは冒認出願を有効に抑制する上で問題で
ある。
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特許請求の範囲および明細書の記載要件並びに補正
制限
2017年4月1日施行の専利審査指南では、ビジネスモデ
ル発明とコンピュータプログラム発明の審査基準が緩和さ
れ、登録後特許文書の特許請求範囲の補正方式も緩和さ
れた。これらの点については当局の取り組みに感謝してい
る。一方、特許請求の範囲および明細書の記載要件は、いま
だ諸外国に比べて厳しい審査基準により運用されており、
その補正および訂正についても同様である。特許請求の範
囲および明細書の記載についての過度に厳しい基準の要求
や、その補正および訂正についての過度な制限は、発明の
適切な保護に欠けることになる。

職務著作制度の見直し
法人または非法人組織が従業員に対して報酬を支払い、
また創作場所や環境などを提供し、従業員が職務上創作し
た職務著作については、日本や米国などでは基本的に法人
または非法人組織に権利が帰属するところ、2021年6月1日
施行の著作権法では、特定の職務著作物を除いてはいるも
のの、基本的に著作者に権利が帰属している。法人または
非法人組織は、その業務内で優先的に使用する権利や、著
作物の完成から一定期間は第三者へ使用許諾を拒否する
権利を有しているものの、当該期間を過ぎると著作者が第
三者に使用許諾する余地を残しており、そのような状況は法
人または非法人組織の業務を阻害することが懸念される。

知的財産に関する競争環境の現状と課題
さまざまな模倣行為

再犯行為
日系企業は模倣業者に対する摘発に積極的に協力して
いるが、模倣業者は処罰を回避するため、手法の多様化、
複雑化等さまざまな施策を講じている。一方で、模倣品摘
発がなされても、侵害行為に比して制裁が十分なされない、
再犯行為の定義が不明瞭、当局間の連携や情報共有の体
制が不十分等、複数の要因により、模倣行為を意図的に繰
り返す再犯者に対する十分な抑止効果が機能していない。

模倣巧妙化
模倣品を異なる場所に分散させて生産、保管したり、部品
単位で出荷し市場の近辺で最終組立、梱包を実施したり、
商標表示を切り替え可能な措置を講じて、保管時、輸送時に
はノーブランドもしくは別ブランドにしたり、ビジネス（生産、
輸送、販売等）自体を摘発執行機関の勤務時間外である
夜間や休日に行う等、摘発回避の手段も多様化が進んでい
る。またビジネスネットワークの複雑化・細分化により首謀
者の特定を困難にしているという課題も存在している。

インターネットを介した模倣品販売

知的財産保護プログラムの整備
インターネットを悪用した模倣品販売について、ネットビ
ジネス量の増加により模倣品業者が急増し、1つのサイトで
数千にのぼる出品のうち相当数の模倣品が販売されている

ともいわれている。各ECサイト運営者は、知的財産保護プ
ログラムの整備や統一化、権利者との積極的な情報交換等
の自主的な取り組みを行っているが、模倣品の多さに対応
が追い付かない現実がある。また、ネット上の取引において
は相手方の顔が見えないため、名称を変えれば容易に再犯
がなされ、オフライン取引よりも模倣品業者の特定が困難
である。さらに、インターネット上で、外国企業名の代理店
または専用修理センター等の名称を勝手に使ったウェブサ
イトが増えており、外国企業と正式に契約した企業であると
消費者に誤認させる悪質な不正競争行為である。

当局も当該課題解決に向け、電子商取引事業者、電子商
取引プラットフォーム事業者およびプラットフォーム内の事
業者の負う義務および法的責任について規定した電子商取
引法を2019年1月1日に施行し、2021年8月には改正法案の
意見募集を行った。

模倣品の海外流出
インターネットは海外からもアクセス容易で、小口郵便
ルート等を介して海外への模倣品流出が広がる可能性が
高い。

知的財産の流通
技術輸出入管理条例においては、特定の技術領域につい
て、特許権の移転を含む技術移転が、禁止または制限されて
いる。2020年に輸出禁止技術および制限技術の目録が更新
されたところ、一部の制限技術（例えば、信号処理技術やド
ローン技術）について、その記載範囲が非常に広範なため、こ
の分野における中国での研究開発活動や特許権の移転等へ
の投資意欲を消極化させる懸念がある。一方で、2020年10
月に輸出管理法が制定され、特定組織に対する輸出制限が
可能となっており、技術輸出入管理条例を用いて広範な技術
を制限する必要性は低下しているようにも思える。

知的財産に関する紛争処理の公平化・合
理化
専利権侵害に対する行政権限の適正化
国務院法制弁公室「専利法改正草案」等においては、行
政機関（専利行政部門、専利事業管理部門、専利法執行担
当部門）が専利権侵害行為を積極的に取り締まることが企
図されている（専利法改正草案第69条、同第70条など）。

しかしながら、専利権の有効性判断や侵害判断は容易で
はなく、所定の行政手続や司法手続を経て、最終的に権利
が無効と判断される場合や権利非侵害と判断される場合も
多い。ここで、専利侵害についての判断については、当事者
双方の主張を十分に勘案し、専門的かつ客観的なプロセス
を経て慎重に行なわれるべきである。また、当事者間に専利
権の有効性や専利権侵害の有無などに争いがある場合は、
最終的な判断は司法に委ねられるべきであると考える。

したがって、専利権侵害において、専利権の有効性や専
利権侵害判断について当事者間に争いがある場合、専利行
政部門が司法判断を待たずに早急に取り締り（執行）を行う
ことは問題であると考える。
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知的財産権の濫用となる場合の基準明確化
2021年6月1日施行「専利法」第20条第1項では、専利権
の濫用について規定をしている。しかし、濫用の分析および
判断基準が具体的ではなく、公共の利益または合法的な権
益を害すると判断される射程範囲が不明確である。

司法機関・行政機関の期日・期限設定
知的財産紛争において、在外者や意思決定機関が中国外
にある当事者、意思決定が中国語以外の言語でなされる当
事者（以下、在外者等）は、地理的・言語的負担を強いられ
ることになる。ここで、中国の行政・司法実務においては、当
事者の対応期日が期限・期日直前に設定されることが多々
見受けられる。このような場合、在外者等は、中国国内にあ
り中国語で組織内の意思決定がなされる一般的な在内者
に比べ、地理的、言語的に著しく不平等な状況で、困難な
対応を求められることになる。このような在外者等の地理
的・言語的な不平等を救済するため、十分な期間をおいて
期日・期限を設定する国や、当事者からの申し立て等により
期日・期限を調整可能とする国もある。中国の知的財産紛
争においても、司法機関や行政機関が期日・期間を設定す
る場合、在外者等に対して、負担軽減の救済策が考慮され
るべきと考える。

知的財産訴訟における技術調査
知的財産訴訟の専門性や重要性に鑑み、近年主要3都市
（北京市、上海市、広州市）へ知識産権法院が新設される
と共に、多くの既存法院において知識産権法廷が設置され
てきている。これらの法院や法廷の特徴の1つに、技術調査
官制度の導入がある。現在の知的財産訴訟、特に専利関連
訴訟においては、技術の高度化・複雑化の観点から、知的
財産訴訟制度のユーザーたる当事者の技術調査官制度に
対する期待は高く、また技術調査官制度は近年良く利用さ
れていると認識している。しかしながら、現在の状況では、
技術調査官の関与の有無や、関与した内容、技術調査官の
心証や意見については、当事者は十分に把握することがで
きない状況である。すなわち、技術的に高度な理解が必要
とされる知的財産訴訟案件（専利有効性判断、専利侵害判
断）においても、当事者は技術調査官が関与しているかどう
か把握できない。したがって、各当事者は明示的には技術
調査官に対する技術説明の機会を与えられておらず、技術
調査官の見解を直接確認して意見を述べる機会も明示的に
は与えられていない。また、技術調査官の意見は訴訟に大き
な影響を与えるが、当事者は技術調査官の選定に関して関
与する機会がない。

実用新案権および意匠権の行使
実用新案の出願・登録は近年急速に増加してきたが、実
用新案および意匠権は実体審査を経ないで登録されるた
め、無効理由を有する権利の発生を防ぐことが困難であ
る。このような無効理由を有する権利は保護価値がないば
かりでなく、権利行使がなされた場合は、行使を受けた第
三者に多大な損害や負担を強いることとなり、さらに権利の
濫用がなされた場合は産業の発達も阻害される。

先使用権制度の運用
企業活動においては、営業秘密として保護するため、また
は権利化には及ばないとして、研究開発成果の専利出願を
行わない場合がある。しかしながら、情報漏洩等により後
発的に第三者が同じ内容を専利出願し権利化される場合
があり、このような場合に公平性の観点から認められるの
が先使用権である。しかしながら、中国の先使用権は、発明
ではなく実施製品についてのみ、使用を証明できた時点の
製造能力の範囲内でのみ認められるにすぎない。同じ発明
を利用した改良製品やその後に拡大した製造範囲は先使
用権が認められず、公平性の観点から先使用者の保護に欠
ける場合がある。

判決の執行
訴訟により、知的財産権侵害が認められた判決を得られ
ても、その履行が十分にはなされない執行難問題がある。
強制執行制度はあるが、被執行人が執行通知を拒絶した
場合や、財産を隠匿するおそれがある場合等に限られてい
る。また、最高人民法院は、2013年7月に「信用喪失被執行
者の名簿情報の公表に関する最高人民法院の若干規定」
を公布し、判決不履行者の社会的制裁を行うとし、また、
2016年4月に「『2、3年間で執行難の問題を基本的に解決
すること』の実行に関する業務要綱」の通知を発行したが、
その実効性は不透明である。

情報公開
専利局の審決や知的財産事件の人民法院の判決の公
開の促進、および公開促進に向けた当局の努力は評価で
きるものである。しかしながら、中間判決が未公開であっ
たり、商標局による審決は未だ十分に公開されていな
かったりなど、専利局の審決や人民法院が公開した判決
書のみでは内容把握が難しい場合や公開に時間を要する
場合がある。最高人民法院は、2013年11月に「人民法院
のインターネット上での裁判文書の公開に関する規定」を
公布し、裁判文書の公開を進めているが、予見可能性を高
めて公平性を担保するためにも、各案件についてさらに迅
速かつ適切な範囲で利便性の高い公開がなされることが
必要である。

ライセンス技術の保証期間等
技術輸出入管理条例では、ライセンサーに対して技術の
完全性や有効性等の保証義務を課しているが、その期間・
範囲については明確に定義されておらず、永久に広範囲の
保証義務が課せられているとも解釈し得る。これは、外国
企業が中国企業に技術をライセンスする場合の障害とな
り、中国政府が目指す技術取引の進展に影響を及ぼすもの
である。

懲罰的賠償
2021年6月1日施行「専利法」第71条や2021年6月1日施
行「著作権法」第54条等では、知的財産権の侵害に対して
懲罰的賠償制度を確立し、知的財産権に対する保護が強化
された。しかしながら懲罰的賠償の判断基準について具体
的分析や、事例などが十分ではなく、どのような状況がどの
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ように判断されるのかが合理的に予測し難い状況となって
いる。

賠償金額算定の文書提出命令
2021年6月1日施行「専利法」第71条では、専利権者が立
証を尽くしたが、侵害行為にかかわる文書（帳簿、資料等）
が侵害者により保有されている場合、人民法院は文書の提
出を命じることができるとある。このように提出命令の対象
となる文書が、侵害行為にかかわる文書とされると、いたず
らに対象が拡大され、被疑侵害者に過大な負担をかけるお
それがある。また、損害額の立証に必要となる文書は、被疑
侵害者の高度の営業秘密に属する文書であるが、営業秘密
の漏洩を防止するための措置が明確に規定されていない。
さらに、文書不提出の場合の理由釈明の機会が設けられて
いない。

＜建議＞
1.	 知的財産の適切な保護の促進
(1)	 出願権利化プロセス・保護期間の合理化・適

正化
①	意匠制度の見直し（建議先：国家知識産権局）
　意匠について、審査主義（実体審査制度）を導
入していただくよう要望する。また、2019年11
月1日施行「専利審査指南」での遅延審査に関
する運用（第五部分第七章）について、遅延期
間が年単位で設定されているが、より柔軟な遅
延期間の設定を可能とし、遅延期間中の期間延
長、および、期間短縮、遅延停止が可能となるよ
う要望する。そして、自己開示による新規性喪失
の例外適用も導入いただくよう要望する。

②	適切な商標審査（建議先：国家知識産権局）
　外国で著名な商標の第三者による出願を排除す
るため、当該商標の外国における馳名（著名）
性、商標標識の顕著性、地域ブランドを考慮し
た審査を行うとともに、異なる商品役務区分の
馳名商標も考慮した類否判断を行っていただく
よう要望する。併せて、当該審査について拒絶
条文や基準の統一化を図るため、今後の商標法
改正や、審査指南等への追加を要望する。さら
に、馳名商標の認定審査および法院審理におい
ては、現在のビジネス形態に鑑み、中国国内で
のホームページ閲覧数やインターネット販売数、
中国業界団体との交流実績等の資料を出願人
が提出した場合であっても、審査と審理の対象
としていただくよう要望する。

③	商標審査における情報提供制度の導入（建議
先：国家知識産権局）

　権利の安定性を高めることは、権利者自身に
とっても有益であることから、商標法等におい
て、第三者による情報提供制度を導入していた
だくよう要望する。

④	商標審査の延期（建議先：国家知識産権局）
　先行商標がその存否に関する手続（異議申し立

て、無効審判等）に係属している場合には、それ
を引用商標とする後願商標出願の審査を延期し
ていただくよう要望する。

⑤	専利権の冒認出願への対策（建議先：国家知識
産権局）

　他人の発明創造を第三者が不正に出願する冒認出
願について、専利法には直接の排除規定がなく、専
利実施細則に専利権等の帰属について各地域の
知財業務を管理する部門が調停を行うことができ
るとの規定があるのみである。専利権の帰属につ
いては当事者間のみならず、社会的な影響を及ぼ
す虞もあるため、統一的な判断や、真の権利者か
らの移転請求権の明確化が好ましいと考える。

⑥	特許審査の迅速化・的確化（建議先：国家知識
産権局）

　優先審査制度において、外国企業が実質的に不
利に扱われないよう基準の明確化や公平な取り
扱いを要望する。特に、2017年8月1日付施行の
「専利優先審査管理弁法」第八条第一項および
第二項では優先審査請求書に対して国務院関係
部門または省級知識産権局の推薦意見記入が
要求されているが、このような要件を削除いただ
くか、推薦基準を明確化いただくよう要望する。
また、本弁法第三条（五）では「中国に初出願し
外国出願するもの」が優先審査の条件に挙げら
れているが、この条件を緩和し、中国初出願でな
くても外国関連出願が存在すれば優先審査の対
象としていただくよう要望する。また、日中特許
審査ハイウェイ（日中PPH）については、速やか
な正式合意を行うとともに、出願公開前の受理
等の条件緩和をしていただくよう要望する。

⑦	専利出願集中審査についての条件明確化と条
件緩和（建議先：国家知識産権局）

　専利出願集中審査について、2019年9月3日に
発表された「専利出願集中審査管理弁法（試
行）」第3条の集中審査請求の条件として、（二）
国家重点優位産業に係り、または国の利益、公
共の利益に対して重大な意義を有することが要
求されているが、具体的な基準の明確化を要望
する。また、（三）1回の集中審査出願件数が50
件を下回らず、かつ実体審査請求の効力が発生
してからの期間の幅が1年を超えていないことが
要求されているが、集中審査出願件数が50件の
条件を緩和いただく事を要望する。

⑧	特許請求の範囲や明細書の記載要件および補
正制限の緩和（建議先：国家知識産権局）

　サポート要件等の特許請求の範囲や明細書の
記載要件を諸外国のレベルに緩和していただく
とともに、特許請求の範囲については、減縮を目
的としたものであれば、明細書および図面に記
載の範囲内での柔軟な補正や訂正を認めていた
だくよう要望する。

⑨	職務著作制度の見直し（建議先：国家版権局）
　法人または非法人組織の従業員が業務上の任
務を遂行するために創作した職務著作物につ
いては、当事者間に別段の定めがある場合を除
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き、その従業員の所属する法人または非法人組
織に帰属するよう職務著作制度を見直していた
だくよう要望する。

2.	 知的財産にかかわる公正な競争環境の実現
(1)	 模倣行為抑制に向けた諸施策
①	 再犯防止（建議先：国家市場監督管理総局、

海関総署、公安部）
　国務院の機構改革を契機として、再犯に該当す
る行為の統一化を図り、中央および地方を含む
市場監督管理局、海関、公安機関による摘発の
処罰情報の共有化を要望する。また、再犯行為
（同一または異なる権利者に対する複数回の知
的財産権侵害行為を含む）に対する厳罰化の法
運用を適切に進めていただくとともに、適時、権
利者に再犯か否かの情報を共有いただくよう要
望する。また、一定の期間内(例えば1年)に海関
から複数回の処理結果通知書を受けた輸送業
者、および、一定の期間内(例えば1年)に海関が
発行する処理結果通知書の収発貨人名称に複
数回記載された依頼者に対して一定の処罰を科
していただきたい。税関は侵害認定をした場合、
当該侵害品の通関情報の収発貨人に記載され
た依頼者に関する情報(住所等)を輸送業者から
取得し、処理結果を権利者に通知する際、当該
依頼人に関する情報を権利者に開示することを
要望する。

②	模倣巧妙化への対処（建議先：国家市場監督管
理総局、国家知識産権局）

　行政機関に模倣品業者の分業の繋がりを捜査す
る権限を付与すること等の法整備を進めていた
だくよう要望する。また、商標が付されていない
商品と商標ラベルとが見つかった場合であって、
商標ラベルが商品に付されることが客観的に判
断できる場合には、商品も押収できるようにして
いただくよう要望する。さらに、模倣品の生産、
輸送、販売等を摘発執行機関の勤務時間外にの
み実施して摘発を巧妙に回避するケースに対して
も、柔軟に摘発を実施していただくなど、何らか
の対応を可能としていただくよう要望する。

(2)	 インターネットを介した模倣品販売の対応
①	知的財産保護プログラムの整備強化（建議先：

国家市場監督管理総局、国家知識産権局、工
業・情報化部）

　電子商取引法の改正により電子商取引（EC）サ
イト運営者による知的財産保護プログラムの整
備がさらに強化され、模倣品販売サイトや他人
の登録商標を不正に使用したサイトの迅速な削
除や再犯抑制の仕組み作りおよびその運用がど
のサイトにおいても均一になされるよう関係部
門の指導が強化されることを期待する。また、実
務において著作権を用いて電子商取引（EC）サ
イト運営者に削除等を求める際、当該著作権の
著作権登録を必須とされているケースが存在し
ているため、著作権を用いて電子商取引（EC）サ
イト運営者に削除等を求める際、当該著作権の
著作権登録を必須とせず、申請者が当該著作権

の著作権者であることを合理的な方法で証明で
きればよいことを明確にしていただくよう要望す
る。改正電子商取引法の実効性をさらに高いも
のとするためにも、同法細則の策定および公布
を要望する。

②	模倣品の海外流出への対応（建議先：海関総署）
　電子商取引（EC）サイト運営者に対して、海関と
の連携を強化し、電子商取引（EC）サイト運営者
保有のビッグデータを活用した「海関布控」等、
現状に即した海外への模倣品流出を抑止する仕
組みづくりを強化することを要望する。また、実
務において不鮮明な写真（例えば被疑製品を直
接撮影した写真ではなく、PC画面を撮影した写
真等）が送付されたり、通知書のみ送付され3営
業日のカウントが始まるが鑑定の写真が遅れて
送付されたりする状況が存在している。このよう
な場合、鑑定が難しい。その故、海関が権利者
へ被疑製品の真贋鑑定を依頼する通知を送付
する際、同時に真贋鑑定を正確に行うために当
該被疑製品を直接撮影した複数枚の写真を送
付することを要望する。

(3)	 知的財産の流通（建議先：商務部、科学技術部）
　技術輸出入管理条例で定める制限技術リスト
（例えば、信号処理技術やドローン技術）につい
て、より具体化・明確化いただくよう要望する。

3.	 知的財産にかかわる紛争処理の公平化・合理化
(1)	 専利権侵害に対する行政権限の適正化（建議

先：国家市場監督管理総局、国家知識産権局）
　専利権の有効性や侵害性について、当事者間に
争いがある場合、行政機関は職権等に基づいて
決定・執行を行うことは避け、法院との連携を
取って司法判断に基づいて慎重に対応していた
だくよう要望する。

(2)	 知的財産権の濫用となる場合の基準明確化
（建議先：国家知識産権局、国家市場監督管
理総局）

　専利権の正当な行使が、専利権の濫用により公
共の利益または他人の合法的な権益を害する
と、安易に判断されることがないよう、専利権濫
用の判断基準および適用範囲の明確化を要望
する。

(3)	 司法機関・行政機関の期日・期限設定におけ
る配慮（建議先：最高人民法院、国家市場監
督管理総局、国家知識産権局）

　知的財産紛争において、地理的・言語的不平等
を解消するため、当事者の一方が外国企業・在
外者の場合、司法機関・行政機関は相当な余裕
を持って期日・期限の連絡を行うこと（例えば最
低半月～1カ月前に当事者に連絡して調整）、ま
たは、当事者の申し立てにより期日・期限を調整
可能とすることを要望する。

(4)	 知的財産訴訟における技術調査官制度の拡充
（建議先：最高人民法院）

　技術的に高度な理解が要請される知的財産訴
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訟案件（専利有効性判断、専利侵害判断）にお
いては、原則として技術調査官を関与させること
を要望する。この場合、技術調査官の選定過程
に当事者が関与できるようにし、当事者双方に
よる裁判官および技術調査官に対する技術説明
の機会を設けると共に、技術調査官の見解を双
方当事者に開示して、双方当事者に意見の機会
を与えることを要望する。

(5)	 実用新案権および意匠権行使時の注意義務化
（建議先：国家知識産権局）

　意匠制度については、上記のとおり審査主義の
導入を建議するが、直ちに導入することが難しい
場合、実用新案と合わせ、実用新案権および意
匠権行使時の評価報告書提出の義務付けを要
望する。それが難しい場合も、第三者による評
価報告書請求を可能にする等、実用新案権およ
び意匠権共に権利行使に一定の法的および行政
的制限を課していただくよう要望する。

(6)	 先使用権制度運用の適切化（建議先：国家知
識産権局）

　先使用権の範囲（先使用権として実施が許容され
る対象範囲、実施範囲）を拡大していただくよう
要望する。すなわち、発明としての同一性や事業
目的の同一性を失わない範囲内での実施形式・
実施態様の変更を認めていただくよう要望する。

(7)	 判決の執行強化（建議先：最高人民法院）
　強制執行権の拡大、強制執行不可能時の社会的制
裁の強化等により、判決による確定事項を確実に
執行する仕組みを作っていただくよう要望する。

(8)	 情報公開の促進（建議先：国家知識産権局、
最高人民法院）

　国家知識産権局・商標局の審決および人民法院
の判決を終局判決の確定を待つことなく即時に
公開していただくと共に、これら資料の電子版を
各当局・人民法院のホームページ等から閲覧・取
得できるようアクセス性を考慮した仕組みの整
備を要望する。また、営業秘密情報を除き、誰で
も審査資料、裁判資料の全部資料の閲覧を可能
とする制度を設けていただくよう要望する。さら
に、重要な情報（全部もしくは要部）については
英語などの他の言語での情報提供も検討いただ
くことを要望する。

(9)	 ライセンス技術の保証期間等（建議先：国家
市場監督管理総局、商務部）

　外商投資法第22条では、技術提携の条件は各
投資当事者が公平原則に従い協議して確定す
るとある。技術輸出入管理条例におけるライセ
ンス技術の保証期間・範囲等も、公平原則のも
と、当事者間の協議により決定できることを明
確にしていただくよう要望する。

(10)懲罰的賠償（建議先：国家知識産権局、国家
版権局、最高人民法院）

　2021年6月1日施行「専利法」第71条や2021年

6月1日施行「著作権法」第54条等では、故意に
専利権や著作権等を侵害し、情状が深刻であ
る場合、法定の方法で確定した金額の1倍以上5
倍以下で賠償金額を確定することができるとあ
る。このように懲罰的賠償による賠償金額の変
動範囲は大きく、訴訟結果に大きく影響を与え
る規定となっている。訴訟結果の予見性の確保
などの観点から、懲罰的賠償の倍率適用の根拠
や基準を具体的に、かつ、明確にしていただくこ
とを要望する。

(11)賠償金額算定の文書提出命令（建議先：国家
知識産権局、最高人民法院）

　提出対象となる文書は賠償金額算定に必要な文
書に限定いただくことを要望する。また、提出文
書にかかわる営業秘密の漏洩を防止するための
措置を規定上明確にしていただくことを要望す
る。さらに、文書不提出の場合にその理由釈明
の機会を設け、不提出の合理性を判断する機会
を設けていただくよう要望する。


